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（
放
送
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
四
十
一
条

放
送
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
百
三
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

附
則
第
十
二
条
第
一
項
中
「
第
九
条
第
一
項
第
五
号
」
を
「
第
二
十
条
第
一
項
第
五
号
」
に
、「
委
託
協
会
国
際
放

送
業
務
」
を
「
協
会
国
際
衛
星
放
送
」
に
、「
第
五
十
二
条
の
四
第
一
項
」
を
「
第
百
四
十
七
条
第
一
項
」
に
、「
第
五

十
二
条
の
六
の
二
第
一
項
」
を
「
第
百
五
十
二
条
第
一
項
」
に
、「
第
五
十
二
条
の
十
八
第
二
項
」
を
「
第
九
十
八
条

第
二
項
」
に
、「
委
託
放
送
事
業
者
」
を
「
認
定
基
幹
放
送
事
業
者
」
に
、「
第
五
十
二
条
の
三
十
一
」
を
「
第
百
六
十

条
」
に
改
め
る
。

（
電
波
法
及
び
放
送
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
四
十
二
条

電
波
法
及
び
放
送
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
一
年
法
律
第
二
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
三
条
中
「
第
二
条
第
二
号
の
二
の
六
の
移
動
受
信
用
地
上
放
送
」
を
「
第
二
条
第
十
四
号
の
移
動
受
信
用

地
上
基
幹
放
送
」
に
改
め
る
。

（
総
務
省
設
置
法
の
一
部
改
正
）

第
四
十
三
条

総
務
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
電
気
通
信
事
業
紛
争
処
理
委
員
会
」
を
「
電
気
通
信
紛
争
処
理
委
員
会
」
に
改
め
る
。

第
八
条
第
二
項
中
「
電
気
通
信
事
業
紛
争
処
理
委
員
会
」
を
「
電
気
通
信
紛
争
処
理
委
員
会
」
に
改
め
る
。

第
三
章
第
二
節
第
四
款
の
款
名
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
四
款

電
気
通
信
紛
争
処
理
委
員
会

第
十
九
条
中
「
電
気
通
信
事
業
紛
争
処
理
委
員
会
」
を
「
電
気
通
信
紛
争
処
理
委
員
会
」
に
、「
及
び
電
波
法
」
を

「
、
電
波
法
」
に
、「
並
び
に
」
を
「
及
び
放
送
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
二
号
）
並
び
に
」
に
改
め
る
。

第
二
十
条
中
「
、
放
送
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
二
号
）、
有
線
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
法
（
昭
和
四
十

七
年
法
律
第
百
十
四
号
）、
有
線
ラ
ジ
オ
放
送
業
務
の
運
用
の
規
正
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
三

十
五
号
）
及
び
電
気
通
信
役
務
利
用
放
送
法
（
平
成
十
三
年
法
律
第
八
十
五
号
）」を
「
及
び
放
送
法
」
に
改
め
る
。

内
閣
総
理
大
臣

菅

人

総
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大
臣

片
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善
博

法
務
大
臣

仙
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由
人

財
務
大
臣

野
田

佳
彦

文
部
科
学
大
臣

ˆ
木

義
明

厚
生
労
働
大
臣

細
川

律
夫

国
土
交
通
大
臣

馬
淵

澄
夫

防
衛
大
臣

北
澤

俊
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G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

高
度
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
施
設
整
備
促
進
臨
時
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
二
年
十
二
月
三
日

内
閣
総
理
大
臣

菅

人

法
律
第
六
十
六
号

高
度
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
施
設
整
備
促
進
臨
時
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

高
度
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
施
設
整
備
促
進
臨
時
措
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
六
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。

附
則
第
二
条
中
「
平
成
二
十
二
年
十
二
月
三
十
一
日
」
を
「
平
成
二
十
七
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

総
務
大
臣

片
山

善
博

内
閣
総
理
大
臣

菅

人
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G
G
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G
G
G
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G
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G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林
漁
業
者
等
に
よ
る
新
事
業
の
創
出
等
及
び
地
域
の
農
林
水
産
物
の
利
用
促
進
に
関
す
る

法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
二
年
十
二
月
三
日

内
閣
総
理
大
臣

菅

人

法
律
第
六
十
七
号

地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林
漁
業
者
等
に
よ
る
新
事
業
の
創
出
等
及
び
地
域
の
農
林
水
産
物
の
利
用
促
進
に
関

す
る
法
律

目
次前

文
第
一
章

総
則
（
第
一
条
）

第
二
章

地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林
漁
業
者
等
に
よ
る
新
事
業
の
創
出
等

第
一
節

総
則
（
第
二
条
・
第
三
条
）

第
二
節

基
本
方
針
（
第
四
条
）

第
三
節

農
林
漁
業
及
び
関
連
事
業
の
総
合
化
の
促
進
に
関
す
る
施
策
（
第
五
条
e

第
十
七
条
）

第
四
節

雑
則
（
第
十
八
条
e

第
二
十
三
条
）

第
五
節

罰
則
（
第
二
十
四
条
）

第
三
章

地
域
の
農
林
水
産
物
の
利
用
の
促
進

第
一
節

総
則
（
第
二
十
五
条
e

第
三
十
九
条
）

第
二
節

基
本
方
針
等
（
第
四
十
条
・
第
四
十
一
条
）

第
三
節

地
域
の
農
林
水
産
物
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
施
策
（
第
四
十
二
条
e

第
五
十
条
）

附
則

農
山
漁
村
は
、
長
年
に
わ
た
っ
て
我
が
国
の
豊
か
な
風
土
と
勤
勉
な
国
民
性
を
は
ぐ
く
み
、就
業
の
機
会
を
提
供
し
、

多
様
な
文
化
を
創
造
し
て
き
た
。
ま
た
、
農
林
漁
業
の
持
続
的
か
つ
健
全
な
発
展
は
、
そ
の
有
す
る
農
林
水
産
物
等
の

安
定
的
な
供
給
の
機
能
及
び
国
土
の
保
全
等
の
多
面
に
わ
た
る
機
能
が
発
揮
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
農
山
漁
村
の
活
力

の
維
持
向
上
に
寄
与
す
る
と
と
も
に
、国
民
経
済
の
健
全
な
発
展
と
国
民
生
活
の
安
定
向
上
に
貢
献
す
る
も
の
で
あ
る
。

し
か
る
に
、
我
が
国
の
農
林
漁
業
及
び
農
山
漁
村
は
内
外
の
様
々
な
問
題
に
直
面
し
て
お
り
、
農
林
水
産
物
価
格
の

低
迷
等
に
よ
る
所
得
の
減
少
、
高
齢
化
や
過
疎
化
の
進
展
等
に
よ
り
、
農
山
漁
村
の
活
力
は
著
し
く
低
下
し
て
い
る
。

我
々
は
、
一
次
産
業
と
し
て
の
農
林
漁
業
と
、
二
次
産
業
と
し
て
の
製
造
業
、
三
次
産
業
と
し
て
の
小
売
業
等
の
事

業
と
の
総
合
的
か
つ
一
体
的
な
推
進
を
図
り
、
地
域
資
源
を
活
用
し
た
新
た
な
付
加
価
値
を
生
み
出
す
六
次
産
業
化
の

取
組
と
、
地
域
の
農
林
水
産
物
の
利
用
を
促
進
す
る
こ
と
に
よ
る
国
産
の
農
林
水
産
物
の
消
費
を
拡
大
す
る
地
産
地
消

等
の
取
組
が
相
ま
っ
て
、
農
林
漁
業
者
の
所
得
の
確
保
を
通
じ
て
農
林
漁
業
の
持
続
的
か
つ
健
全
な
発
展
を
可
能
と
す

る
と
と
も
に
、
農
山
漁
村
の
活
力
の
再
生
、
消
費
者
の
利
益
の
増
進
、
食
料
自
給
率
の
向
上
等
に
重
要
な
役
割
を
担
う

も
の
と
確
信
す
る
。

同
時
に
、
こ
れ
ら
の
取
組
は
、
農
山
漁
村
に
豊
富
に
存
在
す
る
土
地
、
水
そ
の
他
の
資
源
の
有
効
な
活
用
、
地
域
に

お
け
る
食
品
循
環
資
源
の
再
生
利
用
、
農
林
水
産
物
の
生
産
地
と
消
費
地
と
の
距
離
の
縮
減
等
を
通
じ
、
環
境
へ
の
負

荷
の
低
減
に
寄
与
す
る
こ
と
が
大
い
に
期
待
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。

こ
こ
に
、
こ
の
よ
う
な
視
点
に
立
ち
、
地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林
漁
業
者
等
に
よ
る
新
事
業
の
創
出
等
に
関
す
る

施
策
を
講
じ
て
農
山
漁
村
に
お
け
る
六
次
産
業
化
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
国
産
の
農
林
水
産
物
の
消
費
を
拡
大
す
る

地
産
地
消
等
の
促
進
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
、
こ
の
法
律
を
制
定
す
る
。
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